
事業計画書と 

 

活動予算書の作成方法 

熊本県ＮＰＯ・ボランティア協働センター 



作成するにあたっての準備 

1. いつ、どこで、だれに、何をするか（事業計画書） 

①事業実施の方針 定款で定めた目的を達成するため各
事業を実施する上での方針 

②実施予定日時 年（月）に何回実施するか 

③どこで 実施予定場所 

④だれに 受益対象者の範囲及び予定人数 

⑤どのようなサービスか 定款で上げている事業の事業内容 

⑥スタッフの人数 従事者の予定人数 

２. 支出はどのくらいになるか（活動予算書・注記） 

事業の実施にあたり会場代はいくらか 

スタッフの日当、交通費等 

備品、消耗品等の経費、その他必要になるであろう経費 

管理費（法人運営に係るもの。会議費、交通費、印刷製本費等） 

３. 収益はどれくらいになるか（活動予算書） 

正会員、賛助会員の受取会費 

事業実施による収益（参加者の参加費等） 

事業への補助金 

寄付金 

役員からの借入金（予算書には収益としては記載しない） 



「ＮＰＯ法人パレアの会」詳細設定 

事務所：南小国町 

（目的） 

第３条 この法人は、阿蘇市及び阿蘇郡内在住の子育て世
代の親子に対して、子育て教育に関する事業を行い、子ど
もの健全育成に寄与することを目的とする。 

（事業） 

この法人は、その目的を達成するため、次の事業を行う。 
 (１) 特定非営利活動に係る事業 
  ① 子育て教育に関するセミナー事業 
  ② 子育て教育に関する広報事業 
  ③ 育児支援に関する事業 
 (２) その他の事業 
  ① 不要物品・農産物等のバザー事業 
２ 前項第２号に掲げる事業は、同項第１号に掲げる事業
に支障がない限り行うものとし、利益を生じた場合は、同
項第１号に掲げる事業に充てるものとする。 

事業年度：平成〇〇年４月１日～翌３月３１日 

役員報酬：無し 

入会金：正会員・賛助会員共に 0円 

年会費：正会員 1,000円（会員数30名） 

 賛助会員 500円（会員数５名） 

設立時の財産：０円 

定 款： 

と仮定します。 



（法第１０条第1項関係様式例） 



（法第１０条第1項関係様式例） 

定款で掲げた事業内容に
ついて、具体的な事業の
内容を記入します。 

対象範囲は、市町村
単位以上です。○○
地区等は不可です。 

定款第５条のとおり
記入します（必須） 

注記の各事業費と
一致させます 

 事業年度末を誤りなく記入します。 

その年の事業実施方
針（どの事業に力点
を置くか、どのよう
に事業展開していく
か等）を具体的に記
入します。 

２ 事業実施に関する事項 

事業内容について、
具体的事業が複数
ある場合は、それ
ぞれ具体的に記入
します。 

※合計で937千円 





活動予算書 

定款に記載されている事業名を 

入力後、収益を入力します 

年会費1,000円×30名（会員数） 

賛助会員500円×5名 

注記の経費
別合計へ。 

地代家賃は「事業費」と 

「管理費」とで按分します。 

（使用する割合を 

基準として費用を分ける事） 

作業場11ヶ月使用（事業費） 

事務関係1ヵ月使用（管理費） 

事業費：330,000円 
管理費：  30,000円 

事業費計＞管理費計で
ないといけません。 

「その他の事業」では
管理費は発生しません
また、必ず利益を上げ
なければいけません(赤
字はNG) 

「その他事業」で得た
利益は、「特定非営利
活動に係る事業」へ振
り替えます 

＞ 

事業費計は、 

「特定非営利活動に
係る事業」＞「その
他の事業」とします 





「重要な会計方針の基準」では、「ＮＰＯ法人会計基準」
を採用することを示します（必須）。 

 各事業について、事業費
の内訳を入力していきます
（必須）。 

 共通経費は、事業割合
（時間比、従事人数比、使
用頻度比等）で按分してい
きます。 

「活動予算書」の事業
費合計額と一致します。 

「活動予算書」
の科目の並びと
合わせます。 

「事業計画書」
の支出見込額へ。 

定款の事業内容と同じ文言で入力します 



また、実務上の参考として、ＮＰＯ法人会計基準協議会運営のＨＰ 
『みんなで使おう！ＮＰＯ法人会計基準』（http://www.npokaikeikijun.jp/） 
をご覧になってください。 

 活動予算書の様式（計算式入り）は、『熊本県 ＮＰＯ・ボランティア情報 
サイト』からダウンロードできます。  


